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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規定は、文部科学省「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実

施基準）」（平成 19 年 2 月 15 日文部科学大臣決定）（以下「ガイドライン」という）にも

とづき、医療法人沖縄徳洲会湘南鎌倉総合病院（以下「当院」という）における公的研究

費等の管理・監査に関する取り決めを定め、もって公的研究費等を公正かつ適正に取り扱

うことを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この規定において、「公的研究費等」とは、「公的研究費」又は「公的研究資金」を言い、

国若しくは地方公共団体又は国若しくは地方公共団体の所管する法人等の研究資金配分機

関が研究機関に配分する競争的研究資金をいう。 

２ この規定において、前項の「研究機関」とは、当院をいい、当研究機関内の組織として、

科学研究費補助金取扱規定（昭和 40 年 3 月 30 日文部省告示第 110 号）第 2 条第 8 項の規

定により、同条第 1 項の研究機関とみなされる機関として文部科学大臣の指定を受けた臨

床研究センター、および、先端医療センターが含まれる。 

３ この規定において、「受給研究者」とは公的研究費等を獲得した研究者をいう。 

４ 他の用語の定義は、ガイドラインに準じる。 

 

（準用） 

第３条 公的研究費等の配分機関が、第 2 条第 1 項に定める以外の法人又はその他各種団体である

場合にも、この規定を準用する。 

２ 学会等が設置する「研究助成金」や「寄付金」等についてもこの規定を準用する。 

 

 

第２章 機関内の責任体系の明確化 

（最高管理責任者） 

第４条 機関全体を統括し、公的研究費等の運営・管理について最終責任を負う者（以下「最高管

理責任者」という）を置き、その職名を公開する。 

２ 前項において、最高管理責任者は、当院の院長（以下「院長」という）が就く。 



３ 最高管理責任者は、不正防止対策の基本方針を策定・周知するとともに、それらを実施す

るために必要な措置を講じる。また、統括管理責任者及びコンプライアンス推進責任者が

責任を持って公的研究費等の運営・管理が行えるよう、適切にリーダーシップを発揮しな

ければならない。 

 

（統括管理責任者） 

第５条 最高管理責任者を補佐し、公的研究費等の運営・管理について機関全体を統括する実質的

な責任と権限を持つ者（以下「統括管理責任者」という）を置き、その職名を公開する。 

２ 前項において、統括管理責任者は、臨床研究センターにおいては臨床研究センター長が、

先端医療センターにおいては先端医療センター長が就く。 

３ 統括管理責任者は、不正防止対策の組織横断的な体制を統括する責任者であり、基本方針

にもとづき、機関全体の具体的な対策を策定・実施し、実施状況を確認するとともに、実

施状況を最高管理責任者に報告する。 

 

（コンプライアンス推進責任者） 

第６条 総括管理責任者は、公的研究費等の運営・管理について実質的な責任と権限を持つ者（以

下「コンプライアンス推進責任者」という）を置くことが出来、コンプライアンス推進責

任者が任命された場合は、その職名を公開する。 

２ 前項において、コンプライアンス推進責任者は、受給研究者が所属する診療科長・部門長

（以下「部門長」という）が就く。 

３ コンプライアンス推進責任者は、統括管理責任者の指示の下、 

１）自己の管理監督又は指導する受給研究者に対して、公的研究費当の対象となる研究業

務の実施状況を確認するとともに、当該状況を統括管理責任者に報告する。 

２）不正防止を図るため、部局内の公的研究費等の運営・管理に関わる全ての構成員に対

し、コンプライアンス教育を実施し、受講状況を管理監督する。 

３）自己の管理監督又は指導する受給研究者に対し、公的研究費等が適切に管理・執行を

行っているか等をモニタリングし、必要に応じて改善を指導する。 

４ コンプライアンス推進責任者は、統括管理責任者との兼任を妨げられない。 

 

 

第３章 適正な運営・管理の基盤となる環境の整備 

（ルールの明確化・統一化） 

第７条 最高管理責任者は、統括管理責任者或いはコンプライアンス推進責任者に、公的研究費等

に係る事務処理手続きに関して、以下の各項を考慮し、明確かつ統一的なルールとなる

「公的研究費等の事務処理手続きに関する運用規定」（以下、運用規定という）の制定を指



示し、その運用を図る。 

２ 統括管理責任者およびコンプライアンス推進責任者は、運用規定の策定にあたって、公的

研究費等の運営・管理に関わる全ての構成員にとって分かりやすいものとなるよう明確な

ものとする。また、運用規定と運用の実態が乖離していないか、適切なチェック体制が保

持できるか等の観点から点検し、必要に応じて見直しを行う。 

３ 運用規定は機関として統一したものとするが、合理的な理由がある場合には、管理会議

等、機関全体で検討の上、複数の類型を設けることも可能とする。また、運用規定の解釈

についても部局間等で統一的運用を図る。 

４ 運用規定についてその全体像を体系化し、公的研究費等の運営・管理に関わる全ての構成

員にわかりやすい形で周知する。 

 

（職務権限の明確化） 

第８条 公的研究費等の事務処理に関する構成員の権限と責任について、機関内で合意を形成し、

明確に定めて理解を共有する。 

２ 業務の分担の実態と職務分掌規程の間に乖離が生じないよう適切な職務分掌を定める。 

３ 各段階の関係者の職務権限を明確化する。 

４ 職務権限に応じた明確な決裁手続を定める。 

 

（関係者の意識向上） 

第９条 公的研究費等の運営・管理に関わる全ての構成員に、自らのどのような行為が不正に当た

るのかをしっかりと理解させるため、コンプライアンス教育（機関の不正対策に関する方

針及びルール等）を実施する。 

２ 実施に際しては、受講者の受講状況及び理解度について把握する。 

３ これらの内容を遵守する義務があることを理解させ、意識の浸透を図るために、公的研究

費等の運営・管理に関わる全ての構成員に対し、受講の機会等に誓約書等の提出を求め

る。 

４ 公的研究費等の運営・管理に関わる全ての構成員に対する行動規範を策定する。 

 

（告発等の取扱い、調査及び懲戒に関する規程の整備及び運用の透明化） 

第１０条 機関内外からの告発等（機関内外からの不正の疑いの指摘、本人からの申出など）を受け

付ける窓口を設置する。 

２ 不正に係る情報が、窓口の担当者等から迅速かつ確実に最高管理責任者に伝わる体制を構

築する。 

３ 以下の（ア）から（オ）を含め、不正に係る調査の体制・手続等を明確に示した規程等を

定める。 



（ア）告発等の取扱い 

告発等を受け付けた場合は、告発等の受付から 30 日以内に、告発等の内容の合理性を確認

し調査の要否を判断するとともに、当該調査の要否を配分機関に報告する。また、報道や

会計検査院等の外部機関からの指摘による場合も同様の取扱いとする。 

（イ）調査委員会の設置及び調査 

調査が必要と判断された場合は、調査委員会を設置し、調査を実施する。調査委員会は、

不正の有無及び不正の内容、関与した者及びその関与の程度、不正使用の相当額等につい

て調査する。 

（ウ）調査中における一時的執行停止 

被告発者が所属する研究機関は、必要に応じて、被告発者等の調査対象となっている者に

対し、調査対象制度の研究費の使用停止を命ずることとする。 

（エ）認定 

調査委員会は、不正の有無及び不正の内容、関与した者及びその関与の程度、不正使用の

相当額等について認定する。 

（オ）配分機関への報告及び調査への協力等 

１）機関は、調査の実施に際し、調査方針、調査対象及び方法等について配分機関に報

告、協議しなければならない。 

２）告発等の受付から 210 日以内に、調査結果、不正発生要因、不正に関与した者が関わ

る他の公的研究費等における管理・監査体制の状況、再発防止計画等を含む最終報告

書を配分機関に提出する。期限までに調査が完了しない場合であっても、調査の中間

報告を配分機関に提出する。 

３）また、調査の過程であっても、不正の事実が一部でも確認された場合には、速やかに

認定し、配分機関に報告する。 

４）上記のほか、配分機関の求めに応じ、調査の終了前であっても、調査の進捗状況報告

及び調査の中間報告を当該配分機関に提出する。 

５）また、調査に支障がある等、正当な事由がある場合を除き、当該事案に係る資料の提

出又は閲覧、現地調査に応じる。 

４ 不正に係る調査に関する規程等の運用については、公正であり、かつ透明性の高い仕組み

を構築する。 

５ 懲戒の種類及びその適用に必要な手続等を明確に示した規程等を定める。 

 

 

第４章 不正を発生させる要因の把握と不正防止計画の策定・実施 

（不正を発生させる要因の把握と不正防止計画の策定） 

第１１条 不正を発生させる要因がどこにどのような形であるのか、機関全体の状況を体系的に整理



し評価する。 

２ 不正を発生させる要因に対応する具体的な不正防止計画を策定する。 

 

（不正防止計画の実施） 

第１２条 研究機関全体の観点から不正防止計画の推進を担当する委員会（以下「防止計画推進委員

会」という）を置き、機関全体の具体的な対策を策定・実施し、実施状況を確認する。 

２ 最高管理責任者が率先して対応することを機関内外に表明するとともに、自ら不正防止計

画の進捗管理に努めるものとする。 

 

 

第５章 公的研究費等の適正な運営・管理活動 

（公的研究費等に係る予算執行） 

第１３条 統括管理責任者或いはコンプライアンス推進責任者は、予算の執行状況を検証し、実態と

合ったものになっているか確認する。予算執行が当初計画に比較して著しく遅れている場

合は、研究計画の遂行に問題がないか確認し、問題があれば改善策を講じる。 

２ 発注段階で支出財源の特定を行い、予算執行の状況を遅滞なく把握する。 

３ 不正な取引は構成員と業者の関係が緊密な状況で発生しがちであることに鑑み、癒着を防

止する対策を講じる。このため、不正な取引に関与した業者への取引停止等の処分方針を

機関として定め、機関の不正対策に関する方針及びルール等を含め、周知徹底し、一定の

取引実績（回数、金額等)や機関におけるリスク要因・実効性等を考慮した上で誓約書等の

提出を求める。 

４ 発注・検収業務については、原則として、事務部門が実施することとし、当事者以外によ

るチェックが有効に機能するシステムを構築・運営し、運用する。 

５ 前項において、研究の円滑かつ効率的な遂行等の観点から、受給研究者による発注を例外

的に認める場合は、一定金額以下のものとするなど明確なルールを定めた上で運用する。

その際、受給研究者本人に対して、発注先選択の公平性及び発注金額の適正性の説明責任

並びに弁償責任等の会計上の責任と権限について、あらかじめ周知徹底する。 

６ 発注した当事者以外の検収が困難である一部の物品等について、検収業務を省略する例外

的な取扱いとする場合は、件数、リスク等を考慮し、抽出方法・割合等を適正に定め、定

期的に抽出による事後確認を実施する。 

７ 特殊な役務（データベース・プログラム・デジタルコンテンツ開発・作成、機器の保守・

点検など）に関する検収について、実効性のある明確なルールを定める。 

８ 非常勤雇用者の勤務状況確認等の雇用管理については、原則として事務部門が実施する。 

９ 換金性の高い物品については、適切に管理する。 

１０ 受給研究者の出張計画の実行状況等を事務部門で把握・確認できる体制とする。 



 

第６章 情報発信・共有化の推進 

（情報伝達を確保する体制の確立） 

第１４条 公的研究費等の使用に関する運用規定等について、機関内外からの相談を受付ける窓口を

設置する。 

２ 公的研究費等の不正への取組に関する機関の方針等を外部に公表する。 

 

 

第７章 モニタリングの在り方 

（実効性のあるモニタリング体制及びその方法） 

第１５条 公的研究費等の適正な管理のため、機関全体の視点からモニタリング及び監査制度を整備

し、実施する。 

２ 監査は徳洲会本部による監査に依頼するが、特に公的研究費等に係る監査については、別

途、院内に内部監査員を指名する。 

３ 内部監査員は必要に応じて、経理課および関連部署の協力を得て監査委員会を招集するこ

とができる。また、内部監査マニュアルを整備する。 

 

第１６条 監査委員会は、毎年度定期的に、ルールに照らして会計書類の形式的要件等が具備されて

いるかなど、財務情報に対するチェックを一定数実施する。また、公的研究費等の管理体

制の不備の検証も行う。 

２ 監査委員会は、前項に加え、第 12 条第 1 項の防止計画推進委員会との連携を強化し、ガイ

ドライン第 3 節（1）「実施上の留意事項」①に示すリスクを踏まえ、機関の実態に即して

要因を分析した上で、不正が発生するリスクに対して、重点的にサンプルを抽出し、抜き

打ちなどを含めたリスクアプローチ監査を実施する。 

３ 監査委員会を最高管理責任者の直轄的な組織として位置付け、必要な権限を付与するため

の内部規程等を整備する。 

４ 監査委員会と監事及び会計監査人との連携を強化する。 

５ 機関は、ガイドライン第 7 節（1）「文部科学省が実施すべき事項」③に掲げる調査につい

て協力することとする。 

 

〔附則〕（平成 26 年 4 月 1 日制定） 

 この規定は、平成 26 年 4 月 1 日から施行する。 

〔附則〕（平成 31 年 4 月 1 日制定） 

 この規定（改訂版）は、平成 31 年 4 月 1 日から施行する 

 


